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    平成２４年度「一村一エネ」事業補助金評価報告書 
 
                                                                                                           平成２５年 ４月 ８日 
 
 
  北海道後志総合振興局長 様 
 
 

                                                                               住所 寿都郡黒松内町字黒松内３０２番地１                 
                                                      黒松内町省エネルギー設備導入普及協議会       

氏名 代表者   黒松内町長 鎌田 満    印     
 
 

平成２４年１０月１１日付け後商労第１２１６号指令をもって交付の決定の通知を受けた「一村一エネ」補助金に係る補助金事業の成果の評価につい
て、「一村一エネ」補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、別紙のとおり報告します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（注）用紙の大きさは、日本工業規格に定めるＡ４とし、横位置とすること。 
 



 
別 紙  
 
  Ⅰ．事業評価総括表                  
                                                                （単位：円） 

 
番 号 

 

 
措  置  名 

 

 
補助事業の名称 

 

 
補助金事業者名 

補助金事業に 
要した費用 

 
補助金充当額 

 

 
備 考 

 

 
１ 
 

 
 
 

 
「一村一エネ」事業 
 

 
黒松内町省エネルギー設備導
入普及協議会 
代表者 黒松内町長 鎌田 満

 
31,815,000 

 

 
17,000,000 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
         
        
 

 
         
        
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



  Ⅱ．事業評価個表 

番   号 措    置    名 補  助  金  事  業  名 

１ 
 
 

「一村一エネ」事業 

補助金事業者名 
黒松内町省エネルギー設備導入普及協議会 
代表者 黒松内町長 鎌田 満 

補助金事業実施場所 黒松内町 

 
補 助 金 事 業 の 概 要 

 

施設の給湯負荷のうち温泉（源泉）加温を除いた、シャワー等に利用する給湯に利用しているエネルギー（A重油）を電
気式の空冷ヒートポンプチラーに置き換える。 

 
 
 
 

総 事 業 費 

 
 

 
補助金充当額 

 
17,000 千円 

 
   千円 

31,815 千円 うち文部科学省分                         
   
  

うち経済産業省分 17,000  千円 

 
 補助金事業の成果及び評価 

施設の給湯負荷のうち温泉（源泉）加温を除いた、シャワー等に利用する給湯に使用しているエネルギー（A 重油）を
電気式の空冷ヒートポンプチラーを導入し、重油燃料の使用を抑えることにより、年間約１７０ｔのＣＯ２排出量の削減
を図ることができる。 
また、今回導入したヒートポンプは寒冷地仕様の高効率ヒートポンプでマイナス２０度まで効果が発揮でき、小規模な

ものでは家庭版のものも製品がされているため一般家庭等への普及にも効果があると期待している。 

補助金事業の実施に伴い締結された売買、賃借、請負その他の契約 

 
 
 
 

 
契 約 の 目 的           

 
契 約 の 方 法           

 
契 約 の 相 手 方 

 
契 約 金 額           

黒松内温泉省エネルギー化設備
整備工事 

指名競争入札 
藤井設備株式会社 
 代表取締役 川崎博俊 

31,815 千円 

 成果及び評価に係る第三者機関の活用の有無 

削減したＣＯ２について、国内クレジットを活用するため、その売却が順調に取り引きしていくことがこの事業の効果と考えている。 
 

本事業に来年度以降も補助金を充当する場合の本事業に係る基本的な考え方 

 次年度以降補助金を充当する予定はありません。 
 

補助金事業の成果の再評価を行う場合の予定年度 
 
 

 


